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当社子会社(広州丸順社)と中国金型メーカーとの戦略的業務提携契約の締結に関するお知らせ 

 

 

当社は、本日開催の取締役会において、当社の連結子会社である広州丸順汽車配件有限公司(董事長兼総経理：棚橋

哲郎、以下「広州丸順社」という。)が、中国四川省の金型メーカーである成都普什汽車摸具有限公司（董事長兼総経理：

闫庆禹、以下「成普汽模社」という。）と中国市場における金型及び自動車部品に関する戦略的業務提携契約を締結する

ことを決議いたしましたので、お知らせいたします。 

 

１． 業務提携の理由 

広州丸順社は当社グループ中国拠点におけるマザー機能を有し、電動化部品等の新規受注拡大にも積極的に取

り組み、売上や利益等の業績面だけではなく、事業活動においても当社グループを支える中核拠点となっておりま

す。今後更なる市場拡大が続く中国自動車市場において、当社グループ戦略事業である金型事業の拡大と、自動車

関連メーカーの進出が著しい中国・四川省における生産拠点確保及び競争が激化している中国・広東省における自

動車部品事業の拡大を推進するため、このたび成普汽模社と業務提携を行うことといたしました。 

２． 業務提携の内容 

（１） 金型及び自動車部品における両社共同での受注の拡大及び新規顧客の獲得 

（２） 両社の強みの相互補完による競争力の向上 

(広州丸順社の強みであるハイテン金型製作及びハイテン部品製造能力と成普汽模社の強みである自動車外

板金型製作能力の相互補完等) 

（３） 生産拠点及び生産能力の相互補完 

(広東省における成普汽模社の主要顧客である一汽フォルクスワーゲン佛山分公司(佛山サテライト工場)、四川

時代新能源科技有限公司(四川 CATL 社)等と、広州丸順社の主要顧客である寧徳時代新能源科技股份有限公

司(CATL 社)、広汽本田汽車有限公司、東風本田汽車有限公司、広汽豊田汽車有限公司等向けの金型及び部

品生産の相互補完等) 

３． 成普汽模社の概要 

成普汽模社は、中国最大級の規模を誇る国営酒造メーカー五粮液集団有限公司(五粮液グループ)傘下の普什集

団有限公司(普什グループ)の完全子会社として 2008 年に設立しました。現在は一汽グループ(一汽フォルクスワー

ゲン、一汽豊田ほか)、ボルボ、ステランティスグループ、マツダ、長城自動車等の自動車完成車メーカーの自動車



用外板(アウター)金型の製作及び部品製造を行っております。当社とは、成普汽模社の前身である普什摸具社が自

動車用金型事業に進出する際に、技術支援契約を締結し、2003年から2009年まで当社より支援者を派遣しておりま

した。 

 

会社名 成都普什汽車摸具有限公司 

所在地 
中華人民共和国 

四川省成都市成都経済技術開発区南一路222 号 

設立年 2008 年 

事業内容 自動車用外販金型及び自動車部品の製造販売 

主要株主 四川省宜宾普什集団有限公司 

代表者 董事長兼総経理 闫庆禹 

総資産 820,357 千人民元(2020 年12 月末現在) 

資本金 120,000 千人民元 

売上高 172,521 千人民元(2020 年12 月期) 

主要客先 
一汽グループ(一汽フォルクスワーゲン、一汽豊田ほか)、ボルボ、ステラン

ティスグループ、マツダ、長城自動車ほか 

当社及び当社グルー

プとの関係 

現在、資本及び人的な関係はありません 

 

<参考> 広州丸順社の概要 

会社名 広州丸順汽車配件有限公司 

所在地 
中華人民共和国 

広東省広州市広州経済技術開発区永和経済区永盛路８号 

設立年 2001 年 

事業内容 自動車部品及び自動車金型の製造販売 

主要株主 株式会社丸順、株式会社ベステックスキョーエイ、本田中国投資有限公司 

代表者 董事長兼総経理 棚橋哲郎(株式会社丸順 上席執行役員) 

総資産 934,391 千人民元(2020 年12 月末現在) 

資本金 30,000 千 US$ 

売上高 1,094,370 千人民元(2020 年12 月期) 

主要客先 
広汽本田、東風本田、広汽豊田、寧徳時代新能源科技(CATL 社)、広汽三

菱、広汽フィアットクライスラーほか 

 

４． 業務提携の日程 

契約締結日 2022 年１月（予定） 

５． 今後の見通し 

当業務提携による 2022 年３月期の連結業績に与える影響は軽微であります。 

 

以上 

 


